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★事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業の内容】

【業務の流れ】

【主な予算費目】

(1)事務事業の振り返り・計画
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の推移
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安全・安心に暮らせ
るまちづくりの推進

「こどもまんなか社会」
の構築

産業の共生による市経
済の持続的発展

（開始年度　　　　　　年度）
（　　　　　～　　　　年度）

市志合

③予算の主な増減の理由

データ取得方法

法令根拠

見込

(開始した背景・
きっかけ・今後の
状況変化・関係
者からの意見や
要望を含む)

成果指標

ウ

ウ

(3)評価の総括（成果向上の余地・事業費削減の余地）

(4)今後の事業の方向性

 4年度

40.2

12,293

12,293

 5年度

45

13,391

13,391

 6年度

45

15,347

15,347

 6年度

42.3

16,730

16,730

 7年度

45

12,513

12,513

 8年度

45

12,513

12,513

 9年度

45

12,513

12,513

10年度

0

12,513

12,513

(令和 6年度実績と令和 7年度計画) 令 和  7 年  9 月 1 0 日 更 新

コミュニティ運営事業

   3 教育の健幸 教育委員会事務局教育部 渡辺　良輔

  10 生涯学習の推進 生涯学習課 衛藤　剛

  36 生涯学習団体の育成 生涯学習班 1505

合志市社会教育関係団体活動事業補助金交付要綱

一般  10   5   1    10815
単年度のみ 単年度繰返 18

 6年度で終了  6年度から開始
期間限定複数年度

各コミュニティ運営委員会への補助金の交付、各コミュニティ指導員の任用、配置、報酬支払を行う。

各コミュニティ運営委員会においては、市民センターを活用した講座の運営と学習発表の開催、子ども体験教室の実施、夏
祭りやどんどや等地域イベントを開催している。

現在のコミュニティ
中央コミュニティ（木原野、大池、御代志、若原、南原住宅、芝原、ユトリック団地、東大池）
合生コミュニティ（立割、生坪、弘生、江良、高木、小合志、辻� 久保、小池、合生住宅）
黒石コミュニティ（黒石、新開、黒石団地、九州沖縄農研、再春荘、恵楓園、東須屋、陽光台、みずき台）
須屋コミュニティ（須屋、上須屋、堀川、榎ノ本、西須屋団地、県営住宅、南陽、南須屋）
野々島コミュニティ（北、本村、辻� 、東、湯之端、外園、中尾、城、上生、黒松、灰塚、くぬぎヶ丘団地）
栄コミュニティ（平島、鹿水、中林、後川辺、栄温泉団地、新栄温泉団地、山下団地、栄住宅）

①補助金交付（交付申請書受理⇒交付決定⇒概算払い申請受理⇒補助金交付⇒実績報告受理⇒精算処理）
②コミュニティ指導員任用、配置、報酬支払

報酬、時間外手当、負担金補助及び交付金

6年度事務事業の成果・実績
【目的】市民センターを核とした生涯学習の推進と地域づくり
【内容】①各コミュニティ運営委員会（中央・黒石・野々島・合生・須屋・栄）へ補助金交付　②コミュニティ指導員の配置、指導員はコミ
ュニティ活動の企画立案、各講座の指導を行った。
【実績】中央コミュニティ運営委員会、黒石コミュニティ運営委員会、野々島コミュニテイ運営委員会、合生地区地域づくり運営委員会、須
屋コミュニティ運営委員会、栄コミュニティ運営委員会へ地区公民館等活動助成金を交付した。会計年度任用職員としてコミュニティ指導員
を6つの市民センター配置した。
【成果】地域住民（コミュニティ運営委員会）と連携し、各市民センターにおける講座の運営やイベントの開催を通じ、市民センターを核と
した地域づくりと生涯学習を推進することができた。

7年度計画（次年度に計画している主な内容）
①各コミュニティ運営委員会（中央・黒石・野々島・合生・須屋・栄）へ
補助金交付　
②コミュニティ指導員の配置、指導員はコミュニティ活動の企画立案、各
講座の指導を行う。

会計年度任用職員報酬額改定による報酬・期末勤勉手当の増

生涯学習を行っている人の割合 ％

％

コミュニティの活動が計画通り行われ、地域住民の生涯学習の推進につながった。

廃止 縮小 事業のやり方改善 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）


